（別紙１）


指定管理者応募様式集

農林業ふれあい施設
　　　　　　　　　○花畑園芸公園

　　　　　　　　　○福岡市市民リフレッシュ農園

・今津リフレッシュ農園

・立花寺緑地リフレッシュ農園
令和７年７月

福岡市農林水産局

様式一覧

	提案様式

	様式
	書類名
	頁

	１
	指定管理者指定申請書
	２・３

	２
	共同事業体応募構成書
	４

	３
	団体概要説明書
	８

	４
	役員名簿
	９

	５
	事業計画書（表紙）
	１０

	６
	令和８年度収支計画
	１３

	７
	暴力団排除に関する誓約書
	１４

	８
	中小企業の活性化に係る評価に関する申立書
	１５

	９
	福岡市における競争入札参加停止措置に関する申立書
	１６

	１０
	福岡市における競争入札参加停止措置の概要（申立書）
	１７

	１１
	国又は他の地方公共団体における競争入札参加停止措置に関する申立書
	１８

	１２
	国又は他の地方公共団体における競争入札参加停止措置の概要（申立書）
	１９

	

	その他様式

	様式
	書類名
	頁

	１３
	指定管理者公募に関する質問書
	２０

	１４
	指定管理者指定申請取下げ書
	２１


様式１

(花畑園芸公園)
	指定管理者指定申請書
令和　　年　　月　　日　
　　(あて先)福岡市長
所在地

団体の名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　下記の公の施設について指定管理者の指定を受けたいので、福岡市公園条例第23条の3第4項の規定により申請します。
記
1　指定を受けようとする施設の名称

　　　　花畑園芸公園


様式１

（福岡市市民リフレッシュ農園）
	指定管理者指定申請書
令和　　年　　月　　日　
　　(あて先)福岡市長
所在地

団体の名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　下記の公の施設について指定管理者の指定を受けたいので、福岡市市民リフレッシュ農園条例第19条第2項の規定により申請します。
記
1 指定を受けようとする施設の名称
　　〇〇リフレッシュ農園


様式２

共同事業体応募構成書

	応募施設名
	

	グループ名
	


	
	構　　　成　　　団　　　体
	役　割　分　担

	代 表 構 成 団 体
	所在地
	
	

	
	団体名
	
	

	
	代表者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	

	
	担当者職氏名
	
	

	
	連絡先
	TEL                 FAX
	

	構 成 団 体
	所在地
	
	

	
	団体名
	
	

	
	代表者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	

	
	担当者職氏名
	
	

	
	連絡先
	TEL                 FAX
	

	構 成 団 体
	所在地
	
	

	
	団体名
	
	

	
	代表者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	

	
	担当者職氏名
	
	

	
	連絡先
	TEL                 FAX
	

	構 成 団 体
	所在地
	
	

	
	団体名
	
	

	
	代表者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	

	
	担当者職氏名
	
	

	
	連絡先
	TEL                 FAX
	


※添付資料として、共同事業体協定書の写しを提出すること。

　　　　

（協定書例）

○○○（公の施設名）指定管理者共同事業体協定書
（目的）
第１条 当共同事業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
（１） ○○○（公の施設名）の管理運営業務
（２） 前号に付帯する事業
（名称）
第２条 当事業体は、●●●●●共同事業体（以下「事業体」という。）と称する。
（事業所の所在地）
第３条 当事業体は、事務所を福岡市○○区○○丁目○○番○○号に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条 当事業体は、令和○○年○月○日に成立し、○○○（公の施設名）の管理運営業務終了後３ヶ月を経過するまでの間は、解散することができない。
２ ○○○（公の施設名）の指定管理者に選定されなかったときは、当事業体は、前項の規定にかかわらず、当該○○○（公の施設名）の指定管理者が福岡市議会において議決された日に解散するものとする。
（構成員の住所及び氏名）
第５条 当事業体の構成員は、次のとおりとする。
福岡市○○区○○丁目○○番地○○号
●●●●株式会社

福岡市○○区○○丁目○○番地○○号
NPO 法人△△△△

福岡市○○区○○丁目○○番地○○号
××××株式会社
（代表者の名称）
第６条 当事業体は、●●●●株式会社を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条 当事業体の代表者は、○○○（公の施設名）の管理運営業務に関し、当事業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、福岡市と折衝する権限並びに指定管理料の請求、受領及び当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合）
第８条 各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、○○○（公の施設名）の管理運営業務について福岡市と締結する協定内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
●●●●株式会社 　　○○％
NPO 法人△△△△ 　 ○○％
××××株式会社 　  ○○％
２ 金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくのうえ構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条 当事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに○○○（公の施設名）の管理運営業務の基本に関する事項、資金管理方法、委託企業の決定その他の当事業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議のうえ決定し、当該施設の管理運営に当たるものとする。
（構成員の責任）
第10 条 各構成員は、○○○（公の施設名）の管理運営業務の実施に伴い当事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第11 条 当事業体の取引金融機関は、○○銀行とし、共同事業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第12 条 当事業体は、年度ごとに決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第13 条 決算の結果利益が生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益を配当するものとする。

（欠損金）
第14 条 決算の結果欠損金が生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担する。
（権利義務の譲渡の制限）
第15 条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
（指定管理期間中における構成員の脱退に対する措置）
第16 条 構成員は、福岡市及び構成員全員の承認がなければ、当事業体の指定管理期間が終了するまでは脱退することができない。
２ 構成員のうち指定管理期間中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して管理運営業務を遂行する。
３ 第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４ 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５ 決算の結果利益が生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第17 条 当事業体は、構成員のいずれかが、○○○（公の施設名）の管理運営業務の途中において重要な義務の不履行、その他の除名し得る正当な事由が生じた場合においては、他の構成員全員及び福岡市の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（指定管理期間中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第18 条 構成員のうちいずれかが指定管理期間途中において破産又は解散した場合においては、第16 条第２項から第５項までを準用するものとする。

（代表者の変更）
第19 条 代表者が脱退若しくは除名された場合においては、従前の代表者に代えて、福岡市及び他の構成員の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができる。
（解散瑕疵担保責任）
第20 条 当事業体が解散した後においても、○○○（公の施設名）の管理運営業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（構成員の業務分担）
第21 条 各構成員の業務分担は、別紙「業務分担表」のとおりとする。
※【業務分担表】を作成のうえ、添付。
（協定書に定めのない事項）
第22 条 この協定書に定めがない事項については、運営委員会において定めるものとする。
●●●●株式会社外２社は、上記のとおり○○○（公の施設名）指定管理者共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。
令和○年○月○日
福岡市○○区○○丁目○○番地○○号
●●●●株式会社
代表取締役 　　　　　　　　　　印
福岡市○○区○○丁目○○番地○○号
NPO 法人△△△△
代表　　　　　　　　　　　　　 印
福岡市○○区○○丁目○○番地○○号
××××株式会社
代表取締役　　　　　　　　　　 印

様式３

団体概要説明書

	団体名
	

	主たる事務所（本店）所在地
	〒

	福岡市内の
事務所所在地
	〒
　　※主たる事務所（本店）所在地が福岡市外の場合のみ記入すること。

	代表者職氏名
	 eq \o\ac(○,印)

	設立年月日
	　　　　　　　　　　年　　　　　　　月

	沿革
	

	事業内容
	

	主な実績
	

	従業員数
	

	法定保険加入
	○社会保険（健康保険、厚生年金保険）：有・無

○労働保険（雇用保険、労災保険）：有・無

未加入の場合はその理由

	財務状況

(過去３年分)

※公益法人等はこれに準じ内容について記入してください。
	損益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	区分
	　　年度
	　　年度
	　　年度

	
	当期収益
	
	
	

	
	当期費用
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	
	貸借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	区分
	　　年度末
	　　年度末
	　　年度末

	
	流動資産
	
	
	

	
	固定資産
	
	
	

	
	流動負債
	
	
	

	
	固定負債
	
	
	

	
	自己資本
	
	
	

	応募に関する担当者連絡先

	担当者職氏名
	
	電話番号
	

	FAX番号
	
	Ｅメールアドレス
	


※グループ応募の場合は、構成団体すべてについて個別に提出してください。

様式４

役　員　名　簿

【法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】※該当する元号・性別を○で囲んでください。

	区分
	役　職
	氏　名　カ　ナ
	氏　名
	生年月日
	性別

	
	
	
	
	明治：Ｍ

大正：Ｔ

昭和：Ｓ

平成：Ｈ
	年
	月
	日
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	２
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	３
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	４
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	５
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	６
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	７
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	８
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	９
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	10
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	11
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	12
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	13
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	14
	
	
	
	
	
	
	
	男・女

	15
	
	
	
	
	
	
	
	男・女


※収集した個人情報については当該事務に関して警察本部への照会確認のみに使用し、その他の目的には使用しません。
様式５
指定管理業務の事業計画書

（施設名　　　　　　　　　　　）
　
事業計画書の作成要領
事業計画書については、本作成要領に従って作成してください。
１　作成方法
様式は任意/Ａ４縦サイズ/表紙（様式５）の次に目次、それ以降のページに１からページ番号を記載/片面印刷
※記入についての枚数制限はありません。

※事業計画書には、応募団体名（共同事業体名、構成団体名を含む。）及びそれが推定されるもの（ロゴ、企業グループ名、ブランド名等）は記載しないでください。
２　記載内容
　以下の項目について、「指定管理者　管理運営仕様書」を踏まえ、可能な限り具体的に分かりやすく提案・記載してください。
（1） 施設運営の考え方
○貴団体の理念や当事業への抱負等について記入してください。
○当施設の設置目的を踏まえ、どのような管理を行うのか、総合的な管理運営方針について記入してください。
（２）業務遂行力
①年間計画

○維持管理及び運営業務の年間計画（内容、頻度等）について記入してください。

○効率的でかつ的確な維持管理・運営を行うための方策や、業務水準の向上のための取組等について記入してください。
②要員配置計画

○業務の実施体制(業務分担、人員配置、専門的技能や資格の有無等)を組織図や一覧表等で記入してください。

○本部機能が別にある場合は、本部と現地との連携体制も含めて記入してください。

○勤務ローテーションを表で示してください。

○人員の雇用形態や任用計画について記入してください。
③必要な人材の確保・育成計画

○当施設の管理運営において、特に必要となる人材（知識及び経験）をどのようにして確保するのか記入してください。

○地場中小企業、高齢者、障がい者等の雇用拡大に配慮した取組があれば記入してください。

○人材の育成計画等について記入してください。
④危機管理・安全対策

○通常の管理において、利用者及び従業員の事故を防止するための対策について記入してください。

○通常の管理において、利用者及び従業員の事故が発生した場合の取組について記入してください。

○災害等の緊急時における取組について記入してください。

○指定管理期間中の事業実施に支障が出ないための方策について記入してください。

⑤個人情報の保護・情報公開・暴力団排除・コンプライアンス向上
○当事業の実施における個人情報の保護、情報公開の取扱、暴力団排除やコンプライアンス向上の取組について記入してください。
⑥環境への配慮

○当事業の実施における環境に配慮した取組について記入してください。

（３）施設の効用の発揮
①利用者サービスの質の確保・向上

○利用者に対するサービスの質の確保及び向上のための取組について記入してください。

○高齢者や障がい者等の利用者に対する配慮や取組について記入してください。

○利用者からの苦情や要望に対する取組について記入してください。

②効果的な集客・利用促進

○効果的な施設のＰＲ、幅広い層に効果的な集客方法等について記入してください。

○来場者数増に向けた利用促進の方策について記入してください。

③地域やボランティアとの連携

○施設の管理運営にあたり、近隣地域やボランティア団体等との連携や関係づくりについて記入してください。
④効率的運営、効率化への取組

○施設における市民サービス向上につながる事業やイベントの実施などの提案があれば実施内容について記入してください。

○維持管理経費節減に向けた効率的な提案があれば記入してください。（例：光熱水費の削減方策、樹木管理等の効率化など）

○指定管理業務を遂行していく中で、将来的な収入向上の方策があれば記入してください。（例：新たなイベントの開催、新たな機能の導入など）

様式６
令和８年度収支計画

○令和８年度の指定管理料（契約希望金額）を提示し、事業全体の収支計画を記入してください。内訳欄には積算根拠や明細を記入してください。

	令和８年度指定管理料（税込）
	　　千円


収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区分
	内訳
	金額
	割合

	収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総額
	
	100%

	
	指定管理料
	
	
	

	
	事業収入
（参加者負担金等）
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総額
	
	100%

	
	人件費
	
	
	

	
	事務費
	
	
	

	
	管理費（※）

	
	
	

	
	事業費
	
	
	

	
	その他
	
	
	


※修繕費、備品購入費は、募集要項 ５（２）で定められた金額を管理費に含めて計上してください。
様式７
誓 約 書
　　令和　　年　　月　　日
福　　岡　　市　　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　所   在   地
　　　　　　　　　　　　　　　団　 体 　名
　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
「○○○（施設名）の指定管理者としての指定」にあたり、当社は下記事項について誓約します。
なお、この誓約に違背した場合は、指定取消等のいかなる措置を受け、かつ、その事実を公表されても異存ありません。
記
当社及び当社の役員並びに使用人は、暴力団等の関係者ではありません。
また、暴力団や暴力団と関係がある企業との契約や私的交際等いかなる名目であっても関係を持たず、暴力団等の不当介入に対しては、貴市や警察へ通報するとともに関係機関と協力の上、その排除に努めます。
様式８
中小企業の活性化に係る評価に関する申立書　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
福　　岡　　市　　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　所   在   地
　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　（※）
　　　　　　　　　　　　　　　　（※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
　「○○○（公の施設名）の指定管理者としての指定」にあたり、当社は下記のとおり申し立てます。
記

１　業種、資本金の額又は出資の総額および常時使用する従業員の数については、以下のとおりです。
	業種
	該当

する
業種の□に(
	中小企業
（下記のいずれかを満たすこと）

	
	
	資本金の額又は出資の総額【Ａ】
	該当する□に(
	常時使用する従業員の数【Ｂ】
	該当する□に(

	1 製造業、
建設業、
運輸業、
その他の業種
（②～④を除く）
	□

	３億円以下
	□
	３００人以下
	□

	2 卸売業
	□
	１億円以下
	□
	１００人以下
	□

	3 サービス業
	□
	５、０００万円以下
	□
	１００人以下
	□

	4 小売業
	□
	５、０００万円以下
	□
	５０人以下
	□



２　みなし大企業の該当有無については、以下のとおりです。

□ (1)　発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業　ではありません。
□ (2)　発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業　ではありません。
□ (3)　大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業　ではありません。

□ (4)　発行済株式の総数又は出資価格の総額を(1)～(3)に該当する中小企業者が所有している中小企業　ではありません。

□ (5)　(1)～(3)に該当する中小企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占めている中小企業　ではありません。
様式９
福岡市における競争入札参加停止措置に関する申立書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
福　　岡　　市　　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　所   在   地
　　　　　　　　　　　　　　　団　 体 　名
　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　「○○○（施設名）の指定管理者としての指定」にあたり、下記のとおり申し立てます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　福岡市における競争入札参加停止措置について
福岡市競争入札参加停止等措置要領に基づく競争入札参加停止措置を受けたもので、本募集の公告日が、【競争入札参加停止の措置期間満了日の翌日を起算日とし、競争入札参加停止の措置期間と同期間】にあるものについて、
□ （１）該当がない　＜様式１０の作成は不要＞
□ （２）該当がある　＜様式１０の作成が必要＞
２ 【１で（２）を選択した場合のみ記載】
　　　件数：　　　　件
様式１０
福岡市における競争入札参加停止措置の概要（申立書）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
福　　岡　　市　　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　団　 体 　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「○○○（施設名）の指定管理者としての指定」にあたり、下記のとおり申し立てます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	1 競争入札参加停止の措置期間
	

	2 停止措置に至った原因の具体的内容

	

	3 発生後の対応及び再発防止策等

	


【添付書類】停止措置に至った原因の詳細が分かる資料（例：事故報告書、役員会等での説明資料）
※本申立書は、競争入札参加停止措置１件につき１枚作成してください。
様式１１
国又は他の地方公共団体における競争入札参加停止措置に関する申立書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
福　　岡　　市　　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　所   在   地
　　　　　　　　　　　　　　　団　 体 　名
　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　「○○○（施設名）の指定管理者としての指定」にあたり、下記のとおり申し立てます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　国又は他の地方公共団体における競争入札参加停止措置について
国及び他の地方公共団体の、福岡市競争入札参加停止等措置要領に相当する要領等に基づく競争入札参加停止措置を受けたもので、【本募集の公告日前日までの過去２年間に措置期間がかかる】ものついて、
□ （１）該当がない　＜様式１２の作成は不要＞
□ （２）該当がある　＜様式１２の作成が必要＞
２ 【１で（２）を選択した場合のみ記載】
　　　件数：　　　　件
様式１２
国又は他の地方公共団体における競争入札参加停止措置の概要（申立書）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
福　　岡　　市　　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　団　 体 　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「○○○（施設名）の指定管理者としての指定」にあたり、下記のとおり申し立てます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	1 措置を行った機関名
	

	2 競争入札参加停止の措置期間
	

	3 停止措置に至った原因の具体的内容

	

	4 発生後の対応及び再発防止策等

	


【添付書類】停止措置に至った原因の詳細が分かる資料（例：事故報告書、役員会等での説明資料）
※本申立書は、競争入札参加停止措置１件につき１枚作成してください。
様式１３
指定管理者公募に関する質問書

　令和　　年　　月　　日
　あて先　福岡市農林水産局総務農林部政策企画課長

	団体名
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	担当者職氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	Ｅメールアドレス
	

	施設名
	

	

	質問事項
	質問内容

	
	

	
	

	
	

	
	


様式１４
指定管理者指定申請取下げ書
令和　　年　　月　　日

（あて先）福 岡 市 長

所在地

団体名

（グループ応募の場合はグループ名）

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　
（グループ応募の場合は代表構成団体代表者職氏名）
（施設名）　　　　　　　　　　　　　　　　

　申請いたしました指定管理者の指定については、以下のとおり取下げいたします。

（取下げ理由）

該当する業種いずれか１つの□に(を


つけてください。


【Ａ】および【Ｂ】については、


該当する場合のみ(をつけてください。





(1)～(5)のうち1つでも該当する（チェックがつかない）場合は、「みなし大企業」として扱います。


（したがって、加点の対象外となります。）


各項目を確認のうえ、□に(をつけてください。








- 8 -

